
 

所得連動返還型奨学金制度有識者会議の開催について 
 

 

平成２７年９月２５日 

高 等 教 育 局 長 決 定 

 

 

１．趣旨 

 近年の我が国の学生等の置かれた経済状況及び雇用慣行等の変化を踏まえ、

奨学金の返還に係る不安及び負担を軽減し、安心して進学できる仕組みを整備

するため、所得連動返還型奨学金制度の導入について検討を行う。 

この検討に当たり、所得連動返還型奨学金制度有識者会議（以下、「会議」

という。）を以下の要領にて開催する。 

 

２．検討事項 

所得連動返還型奨学金制度の具体化 等 

 

３．実施方法 

会議は別紙に掲げる有識者により構成する。また、オブザーバーとして、独

立行政法人日本学生支援機構のほか、必要に応じて関係者の出席を求めること

とする。 

 

４．設置期間 

平成２７年９月２５日から平成２８年３月３１日までとする。 

 

５．庶務 

会議に関する庶務は、学生・留学生課において処理する。 
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所得連動返還型奨学金制度有識者会議 委員名簿 

 

 

 

赤井 伸郎  大阪大学大学院国際公共政策研究科教授 

 

小林 雅之  東京大学大学総合教育研究センター教授 

 

阪本  崇  京都橘大学現代ビジネス学部現代マネジメント学科教授 

 

島  一則  東北大学大学院教育学研究科准教授 

 

濱中 義隆  国立教育政策研究所総括研究官 

 

樋口 美雄  慶応義塾大学商学部教授 

 

不動 嘉也  三井住友銀行リテールマーケティング部ローン業務室長  

 

吉田 香奈  広島大学教養教育本部准教授  

 

 

（五十音順・敬称略） 

 

 

（オブザーバー） 

 

独立行政法人日本学生支援機構 

（別紙） 




